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事業承継等事前調査チェックシートとは

⚫ 事業承継等事前調査チェックシートは、「中小企業事業再編投資損失準備金」「経営強化税制D類型」の
活用を予定される場合に、M&Aの実施に当たって十分なデュー・デリジェンス（DD）が行われているか確認を
行うために、ご提出いただく資料となります。

⚫ ご提出いただくタイミングは、以下、①経営力向上計画の申請時、②M&Aの報告時の２回となります。

① 経営力向上計画の申請時（様式第１）に、実施予定のDDの内容を記載して添付。

② M&A実行後の報告時（様式第３または様式第４） に、実際に実施したDDの内容を記載して添付。
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事業承継等事前調査チェックシートの作成方法 ①計画申請時

⚫ 計画申請時には、経営力向上計画の申請様式内（左図）に、「１０ 事業承継等事前調査に関する事
項」を入力した上で、「事業承継等事前調査チェックシート」を作成し、当該チェックシートを計画申請時に添
付してください。

⚫ 「事業承継等事前調査チェックシート（右図）」については、 「財務・税務DD」シート、「法務DD」シートの両
シートについて、小項目ごとに実施予定があるかどうか確認し、実施予定である場合はF列に○を、そうでない
場合×を記載し、実施予定でない場合はその理由をG列に記載してください。

経営力向上計画申請書（様式第１）

法務、財務・税務に関
する事項は必須

事業承継等事前調査チェックシート

DDを実施した主体を記載
※弁護士・税理士・公認会計士
 の場合は、その旨明記すること

別紙に記載とし、チェック
シートを添付すること

○×を記載 実施しない理
由を記載
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事業承継等事前調査チェックシートの作成方法 ②M&A実行後(1)

⚫ M&Aの実施後、主務大臣に対してM&Aを行ったことを、様式第３または第４を用いて報告する必要があり、
併せて「事業承継等事前調査チェックシート」を添付する必要があります。

⚫ 様式第３または第４に、実施した事業承継等の概要（株式を取得した日及び買収対象法人の名称は必
須）及び事業承継等事前調査の内容を記載し、以下資料を添付した上で報告を行ってください。

事業承継等及び事業承継等事前調査報告書
（様式第３または第４）

添付書類

【必須】
・株式の移転や事業の移転にかかる契約書（写し）
・承継する事業に従事する従業員の配置を記載した書類
・事業承継等事前調査チェックシート

【事業承継等事前調査の実施主体が、有資格者※でな
い場合】
・実施したデューデリジェンスのレポート
・上記レポートとチェックシートとの対応関係を示す書類

株式譲渡の場合（準備金措置を活用する場合）は、様式第４、
事業譲渡・合併の場合は、様式第３を用い報告します。

※有資格者の定義
法務DD：弁護士
財務・税務DD：税理士または公認会計士
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事業承継等事前調査チェックシートの作成方法 ②M&A実行後(2)

⚫ 「事業承継等事前調査チェックシート」については、 「財務・税務DD」シート、「法務DD」シートの両シートにつ
いて、小項目ごとに実施したかどうか確認し、実施した場合はH列に○を、そうでない場合×を記載し、実施し
なかった場合はその理由をI列に記載してください。

⚫ 事業承継等事前調査の実施主体が、有資格者（法務DD：弁護士、財務・税務DD：税理士又は公認
会計士）でない場合、①実施したデューデリジェンスのレポート、②上記レポートとチェックシートとの対応関係
を示す書類（イメージは下記右図）の２点を報告時に添付してください。

事業承継等事前調査チェックシート

○×を記載 実施しなかった
理由を記載

DDレポートとチェックシートとの対応
関係を示す書類（例）
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事業承継等事前調査チェックシート Q&A
Q A

デューデリジェンス（DD）を全く行っていない場合や、財務・税務DDと法務DDの
いずれかを全く行っていない場合、税制措置の活用はできないのか。

本措置は中小企業のM&Aに伴うリスクに鑑み、税制措置が講じられているものであ
り、事前にリスクを把握するための調査を行っているM&Aについて、認定の対象とし
ております。
このため、全くDDを行っていない場合や、財務・税務DDと法務DDのいずれかを全
く行っていない場合は、事業承継等事前調査に関する事項について認定の対象と
ならず、税制措置を活用することはできません。

DDを行う主体が税理士・公認会計士・弁護士でない場合、税制措置の対象とな
るのか。

税理士・公認会計士・弁護士でない場合も、認定の対象となり得ます。
他方で、M&A後の事業承継等の報告時に、事業承継等事前調査を行ったことを
確認する資料として、実施したDDのレポート、②上記レポートとチェックシートとの対
応関係を示す書類の提出が必要となります。

チェックシート内の一般的な調査項目例に記載されたすべての事項について実施す
る場合のみ、「実施予定」欄または「実施実績」に○を付けることとなるのか。

調査項目例はあくまで例示であり、すべての項目について網羅的に実施する必要は
ありません。
小項目に記載している内容について、調査を行う場合または行った場合に、「実施
予定」欄または「実施実績」に○を付けてください。
（例えば、作成するDDレポートに、当該小項目に含まれる分野について、何らかの
記載がなされる予定がある場合又は記載がなされている場合には、当該項目につ
いて実施予定・実施済みといえるため、○としてください）

計画申請時に実施予定であった項目について、実際には調査を実施しなかった場
合は、税制措置の活用はできないのか。

実施予定であった調査項目について、調査の範囲や粒度が変わった場合について
も、引き続き当該小分類について何らか調査を行った場合については、○のまま修
正は不要です。
当該項目について、全く調査を行わなかった場合については、レポートに×と記載し、
その理由を記載してください。
計画していた事前調査について、実際には全く行わなかった場合などについては、経
営力向上計画の取消要件に該当し、取消が行われる可能性があります。

実施予定でない場合の理由、実施しなかった場合の理由については、どのように記
載すればよいか。

調査項目例の一部について実施しなかった場合についても、他の小分類内の項目
について実施予定である又は実施した場合は、当該項目について実施予定といえ
るため、○としてください。
当該項目について全く調査を行わない場合で、実施しなかった理由を記載する場
合は、単に費用面の都合等とするのではなく、対象となるM&Aや、M&Aの相手方
となる企業の性質・特殊性に着目して、実施しなかった理由を記載ください。
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